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○京都府立大学学術指導取扱規程 
（令和６年京都府立大学規程第７号） 

（趣旨） 

第１条 この規程は、京都府公立大学法人京都府立大学（以下「本学」という。）

において、民間等外部の機関(以下「外部機関」という。) から本学への依頼に

基づく学術指導の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 学術指導 外部機関からの要請を受けて、本学の教職員等が有する専門的

知識に基づき指導、助言、コンサルティング、簡易的な実験・分析を行うこと

により、もって外部機関の業務活動を支援するもので、新たな研究開発を伴

わないもの 

(2) 教職員等 学長、教授、准教授、講師、助教、助手その他本学において京都

府公立大学法人に雇用される者 

(3) 部局等 各学部、大学院生命環境科学研究科、食の文化学位プログラム、

附属図書館、教務部、学生部、農学食科学部附属農場、環境科学部附属演習林

又は事務局その他これらに相当する組織 

(4) 学術指導者 学術指導を実施する教職員等 

(5) 依頼者 学術指導を要請する外部機関 

(6) 発明等 学術指導の実施に伴い生じたものであって、教職員の職務発明等

に関する規程（平成 21 年京都府公立大学法人規程第 31 号、以下「職務発明

規程」という。）第２条第２号に規定する職務発明 

(7) 国等 国、特殊法人、認可法人、独立行政法人、国立大学法人、地方公共団

体（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 68 条第 1 項に規定す

る公立大学法人を含む。） 

（実施の原則） 

第３条 学術指導は、その内容が本学の業務と密接に関連し、かつ、当該学術指

導を行う学術指導者の教育研究に支障がないと認められる場合に限り、これを

行うことができるものとする。 

（実施条件） 

第４条 学術指導の実施に当たっては、次の各号に掲げる条件を付するものとす

る。 
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(1) 学術指導は、依頼者が一方的に中止することはできないこと。ただし、依

頼者から中止の申出があった場合には、依頼者と協議のうえ、中止を決定す

ることができること。 

(2) 依頼者と協議のうえ、やむを得ない理由で学術指導を中止し、又は指導期

間を変更したことにより依頼者が損害を受けたときは、これに対し本学は責

任を負わないこと。 

(3) 学術指導を中止し、又は指導期間を変更したことにより、指導料の額に不

用が生じ、依頼者から不用になった額について返還の請求があった場合には

返還すること。ただし、依頼者からの申出により中止する場合には、当該指

導料は、原則として返還しないこと。 

(4) 指導料は、原則として当該学術指導の開始前に納付すること。 

(5) 依頼者は、第 10条第３項の規定により精算する場合を除き、原則、納付

した指導料の返還請求はできないこと。 

２ 前項第４号の条件は、依頼者が国等の機関であるときは、これを付さないこ

とができる。 

（申込み） 

第５条 学術指導の申込みをしようとする依頼者は、学術指導依頼書（別記第１

号様式）を京都府立大学学長（以下「学長」という。）に提出するものとする。 

２ 依頼者は前項の申込みにあたり、学術術指導の依頼を受ける予定の教職員等

と指導内容、指導期間及び指導実施場所等について、事前相談を行うものとす

る。 

３ 前項の申込みの受付窓口は、京都府立大学事務局企画・地域連携課とし、学

術指導に係る事務は企画・地域連携課において処理する。 

（実施の決定) 

第６条 学術指導の実施の決定は、学長が行う。 

２ 前項の学術指導の実施を決定するに当たっては。あらかじめ産学公連携リエ

ゾンオフィス規程（令和３年京都府立大学規程第２号）第６条に定める専門会

議の審議を経るものとする。 

３ 学長は、学術指導の実施を決定したときは、受諾書（別記第 1 号様式）によ

り依頼者に通知する。 

(契約の締結) 

第７条 前条第１項の規定により学術指導の実施を決定したとき、京都府公立大

学法人は依頼者と学術指導契約を締結するものとする。 

（指導料等） 

第８条 依頼者は、指導料を納付しなければならない。 
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２ 前項の指導料は、１時間につき１万円（消費税及び地方消費税を含む。）によ

り算定される額を最低の額とし、依頼者が部局等の長と協議して定める額とす

る。 

３ 第一項の指導料には、学術指導の実施に関連して必要となる経費を勘案して

定める額(次項において「産学公連携推進経費」という。)を含むものとする。 

４ 前項の産学公連携推進経費は、指導料のうちの 10パーセントに相当する額と

する。ただし、依頼者が国等であって産学公連携推進経費の措置がない場合の

ほか、学長が特に認めた場合にはこの限りでない。 

（協力者の参加） 

第９条 学術指導者は、学術指導を実施する上で、学術指導者以外の者の参加が

必要と認めた場合には、依頼者の同意を得た上で、当該学術指導者以外の者を

協力者として学術指導に参加させることができるものとする。 

２ 学部生、大学院生、研究生その他本学において雇用関係のない者を学術指導

の実施に参加させる場合は、当該者が本規程に従って学術指導に参加するよう、

学術指導者は、必要な教育及び指導を行うものとする。 

（学術指導の中止、終了又は延長） 

第 10条 学長は、天災その他やむを得ない理由があると認めたときは、依頼者と

協議の上、学術指導を中止、終了又はその期間を延長することができるものと

する。 

２ 学長は、前項に規定する中止、終了又は延長をした場合には、その旨を依頼

者及び学術指導者に通知するものとする。 

３ 学長は、第１項に規定する中止をした場合において、指導料に余剰が生じた

ときは、依頼者の申出により当該余剰金を精算することができるものとする。 

（学術指導の完了） 

第 11条 学術指導者は、学術指導が完了したときは、学術指導完了報告書（別記

第２号様式）を学長に提出するものとする。 

（秘密の保持） 

第 12条 本学及び依頼者は、学術指導を実施するにあたり入手する自己以外の当

該業務当事者（以下「相手方当事者」という。）の学術指導上の秘密情報及び学

術指導の成果（以下「秘密情報等」という。）を、相手方当事者の書面による了

解を得ることなく、第三者に開示し、又は漏洩してはならないものとする。た

だし、次のいずれかに該当するものについては、この限りではない。 

(1) 開示を受け又は知得した時点において、既に自己が保有していたことを証

明し得るもの 

(2) 開示を受け又は知得した時点において、既に公知又は公用となっていたもの 
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(3) 開示を受け又は知得した後、自己の責によらずして公知又は公用となった

もの 

(4) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に得たこ

とを証明し得るもの 

(5) 秘密情報等とは無関係に独自に開発したことを証明し得るもの 

（名称使用） 

第 13条 学術指導により、依頼者が本学の名称、略称、ロゴマーク等を自社製品

の広告の目的その他の営利目的に使用することを希望した場合の取り扱いは、

本学が依頼者と協議の上決定するものとする。なお、教職員等及び第８条に定

める協力者の氏名等を使用する場合についても、同様とする。 

（成果の公表） 

第 14条 学術指導の成果は、必要に応じて公表することができるものとし、その

公表の時期及び方法については、第 11条に規定する秘密保持の義務を遵守する

とともに、知的財産の管理活用の妨げにならない範囲において、本学が依頼者

と協議の上定めるものとする。 

（発明等に係る権利の取扱い） 

第 15条 発明等に係る権利の取扱いについては、職務発明規程の定めるところに

よる。 

（本規程に違反した場合の取扱い） 

第 16条 本学は、依頼者が学術指導に要する経費を所定の納入期限までに振り込

まないときは、学術指導を中断または終了できるものとする。 

２ 本学又は依頼者は、相手方が学術指導において重大な違反をしたときは、学

術指導を中断または終了できるものとする。 

（産学公連携リエゾンオフィス長の専行等） 

第 17条 この規程に基づき学長が行う事項は、産学公連携リエゾンオフィス長が

専行する。ただし、学長が特に重要と認める場合は、この限りでない。 

（その他） 

第 18 条 この規程に定めるもののほか、学術指導の取扱いに関し必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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別記 

第１号様式（第５条関係） 

 

学 術 指 導 依 頼 書  

年  月  日  

 

京都府立大学長 様 

        依  頼  者 

住    所 

代 表 者 名             印  

 

京都府立大学学術指導取扱規程に基づき下記のとおり学術指導を依頼します。 

記 

１ 指導題目  

２ 指導目的及び内容 （ 指 導 目 的 ）  

 

（ 指 導 内 容 ）  

 

３ 希望する学術指導担当者  

４ 実施場所  

５ 希望する指導期間及び 

指導時間 

  年  月  日 ～   年  月  日まで 

総指導時間       時間 

６ 学術指導料 

（消費税額及び地方消費税 

額を含む） 

指導料               円                     

うち産学公連携推進経費 
              円 

７ 情報の公開・非公開 ☑欄の項目について、情報の非公開を希望します。 

 （☐社名 ☐指導題目 ☐指導担当者名 ☐指導料） 

８ 事務担当者連絡先 

（書類等送付先住所、機関名、

所属、電話、FAX、email） 

 

 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

受  諾  書 

 

依頼のありました上記の学術指導について受諾します。 

 

  年  月  日 

京都府立大学 

学長 ○○ ○○ 
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別記 

第２号様式（第 11条関係） 

                                    年  月  日 

 

学 術 指 導 完 了 報 告 書 
 

 

 京都府立大学長 様 

 

 

所 属 

職 名 

氏 名        印（省略可） 

 

 

 

このたび下記のとおり，学術指導が完了しましたので報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 学術指導の題目 

 

 

２ 学術指導の依頼者 

   名 称 

   住 所 

 

３ 術指導の概要 

 

 

 

４ 学術指導の実施期間 

   開 始      年  月  日 

   終 了      年  月  日 

 

５ その他特記すべき事項 


